
6/15
予算特別
委員会

物価高騰から暮らしを守るため

津本ふみお県議が主張
　

６
月
15
日
の
予
算
特
別
委
員
会
で
津
本
県
議
は
、①
物
価
高
騰
対
策 

②
生
活
保

護
制
度 

③
地
域
交
通
の
危
機
と
再
生 

④
県
武
道
館
へ
の
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入―

な
ど
に

つ
い
て
取
り
上
げ
ま
し
た
。
一
部
を
紹
介
し
ま
す
。 

　

４
月
に
は
生
活
必
需
品
が
４
・
８
％
値

上
が
り
し
、
低
所
得
者
ほ
ど
負
担
が
重
く

の
し
か
か
っ
て
い
ま
す
。 

　
消
費
税
５
％
へ
の 
　
　
　
　
　
緊
急
減
税
求
め
よ 

　

コ
ロ
ナ
禍
で
、
世
界
85
カ
国
・
地
域
で

消
費
税
や
付
加
価
値
税
が
減
税
さ
れ
て
い

ま
す
（
６
月
末
現
在
91
カ
国
・
地
域
）。

日
本
で
も
減
税
が
必
要
で
す
。

　

津
本
県
議
の
質
問
に
、
新
田
八
朗
知
事

は
「
消
費
税
は
社
会
保
障
財
源
」「
減
税

よ
り
財
政
支
出
で
対
応
を
」
と
答
え
ま
し

た
。
し
か
し
、
自
公
政
権
は
消
費
税
導
入

以
来
、
税
収
に
占
め
る
法
人
税
や
所
得
税

の
割
合
を
減
ら
し
、
そ
の
分
を
消
費
税
に

置
き
換
え
て
き
ま
し
た（
右
下
の
図
）。「
消

費
税
は
社
会
保
障
財
源
」
と
い
う
の
は
ま

や
か
し
で
す
。 

　
イ
ン
ボ
イ
ス
導
入
は
中
止
を 

　

来
年
10
月
か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス
（
適
格
請

求
書
）
が
導
入
さ
れ
る
と
、
現
在
は
消
費

税
納
入
が
免
除
さ
れ
て
い
る
売
り
上
げ

１
，０
０
０
万
円
以
下
の
零
細
業
者
や
フ

リ
ー
ラ
ン
ス
も
、
納
税
業
者
に
な
る
こ
と

が
強
い
ら
れ

ま
す
。
取

引
先
が
税

額
控
除
す

る
際
に
必

要
と
な
る

イ
ン
ボ
イ

ス
を
、
免

税
業
者
の

ま
ま
で
は

発
行
で
き

な
い
か
ら
で
す
。 

　

弱
い
も
の
い
じ
め
の
制
度
は
中
止
す
べ

き
で
す
。 

　
観
光
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン 
　
県
内
旅
行
代
理
店
扱
い

　
　
　
　
　
　
も
割
引
対
象
に 

　

コ
ロ
ナ
禍
で
旅
行
業
者
を
支
援
す

る
た
め
、
近
県
の
旅
行
に
割
引
支
援

す
る
「
ブ
ロ
ッ
ク
割
引
」
制
度
が
実

施
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
他
県

で
宿
泊
す
る
場
合
は
、
県
内
旅
行
代

理
店
か
ら
の
予
約
だ
と
割
引
対
象
に

な
り
ま
せ
ん
。
津
本
県
議
は
「
ブ
ロ
ッ

ク
を
組
む
県
で
連
携
し
て
改
善
す
べ

き
」
と
求
め
ま
し
た
が
、
県
は
「
国

に
要
望
し
て
き
た
」
と
答
え
る
に
止

ま
り
ま
し
た
。 

　
生
活
保
護
は
国
民
の
権
利 

　
　
　
　
　
運
用
の
改
善
を 

　

生
活
保
護
法
は
、
保
護
申
請
か
ら
決

定
・
通
知
ま
で
を
「
14
日
以
内
に
」
と

し
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
県
内
で
は
大

幅
に
遅
れ
る
事
例
が
。
厚
生
部
長
も
答

弁
で
「
昨
年
度
、
県
内
で
14
日
以
内
の

決
定
は
約
７
割
」
と
認
め
ま
し
た
。
改

善
が
必
要
で
す
。 

　

親
族
に
「
扶
養
で
き
な
い
の
か
」
と

問
い
合
わ
せ
が
行
く
の
を
嫌
っ
て
、
申

請
で
き
な
い
人
も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。

国
も
昨
年
４
月
、「
扶
養
の
履
行
が
期
待

で
き
な
い
場
合
は
照
会
し
な
い
」
と
改

善
方
針
を
通
知
し
て
い
ま
す
。
津
本
県

議
は
、
扶
養
紹
介
を
し
て
欲
し
く
な
い

人
に
申
請
書
提
出
を
求
め
る
方
法
や
、

民
間
団
体
が
実
際
に
活
用
し
て
い
る
書

式
の
利
用
も
提
案
。
県
も
「
情
報
提
供

し
て
い
き
た
い
」
と
答
え
ま
し
た
。 

　同性カップルなどがパートナー関
係を宣誓し、地方自治体が証明書を
発行する制度。公営住宅の入居、医療
機関での面会や手術同意など、不都
合を解消しようとするもの。国がい
まだに同性婚を認めないなか、８府
県209自治体が導入（４月現在）。 
　今年度、富山県も検討中です。ひづ
め県議も２月議会で、早期導入を求
めました。 

消費税引き下げと、インボイスの中止を 
　　　　　　　　　　　　　国に求めるべき

富山県でも 
パートナーシップ制度導入へ
富山県でも 
パートナーシップ制度導入へ

6/15 予算特別委員会で

日本政府は、核兵器禁止条約に署名を 

県庁で相次ぐ情報漏洩 

　全会派から15人が参加して開催される、県議会政策討
論委員会。今年度のテーマは「高校の今後のあり方につ
いて」。日本共産党からは、ひづめ県議が参加しました。 

「学校規模の適正基準」は
　　　　　　再検討が必要 
　今後も生徒数が減少することか
ら、県立高校再編の検討が必要と
の議論に。 
　これに対し、ひづめ県議は「高校
の適正規模は１学年3～6学級」と
いう県が示した適正規模の再検討
が必要と主張。「せめて自転車通学
が可能な地域に、普通科高校があ
ることが望ましい」と述べました。 

憲法26条
「教育を受ける権利」が基本 
　他会派の議員からは「私立高校
の経営がたいへん」「公私比率の廃
止を」「産業界のニーズに応え、職

　８月広島・長崎の原水爆禁止世界
大会にむけて、６月 1 日朝日町を出

　

今
年
に

入
り
、
県

庁
か
ら
の

メ
ー
ル
誤

送
信
な
ど

に
よ
る
情
報
漏
洩
が
６
件
発
生
。

う
ち
、
く
す
り
政
策
課
へ
の
内
部

告
発
情
報
を
流
出
さ
せ
た
事
例
を

含
め
、
厚
生
部
に
よ
る
も
の
が
４

件
に
の
ぼ
り
ま
す
。 

　

ひ
づ
め
県
議
は
「
原
因
を
し
っ

か
り
分
析
、
解
明
す
べ
き
」「
医

薬
品
製
造
業
で
の
法
令
違
反
や
、

コ
ロ
ナ
感
染
対
策
で
オ
ー
バ
ー

ワ
ー
ク
が
進
ん
で
い
る
」「
体
制

の
補
強
が
さ
ら
に
必
要
な
の
で
は

な
い
か
」
と
述
べ
ま
し
た
。

公
立
病
院
の
統
廃
合 

　
国
が「
押
し
付
け
方
針
」を
修
正 

5/20
政策討論
委員会

6/2
厚生環境
委員会

　

厚
生
労
働
省
が
、
県
内
５
つ
の

公
立
病
院
（
あ
さ
ひ
総
合
、
か
み

い
ち
総
合
、
厚
生
連
滑
川
、
高
岡

ふ
し
き
、
県
立
リ
ハ
）
を
名
指
し

し
て
、
再
編
統
合
の
検
討
を
求
め

て
き
た
地
域
医
療
構
想
。
県
議
会

も
「
意
見
書
」
を
採
択
す
る
な
ど
、

抗
議
の
声
を
あ
げ
て
き
ま
し
た
。 

　

コ
ロ
ナ
禍
で
公
立
病
院
の
役
割

が
再
認
識
さ
れ
た
こ
と
も
あ
り
、

３
月
29
日
に
、
総
務
省
が
示
し
た

「
公
立
病
院
経
営
強
化
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
」
か
ら
は
、「
再
編
・
統
合
」

を
求
め
る
文
言
が
な
く
な
り
ま
し

た
。
ひ
づ
め
県
議
は
「
県
民
運
動

の
成
果
」
と
述
べ
つ
つ
、
県
内
病

床
の
削
減
を
す
す
め
る
国
の
方
針

そ
の
も
の
の
見
直
し
が
必
要
と
述

べ
ま
し
た
。

 

業科の増加を」な
どの意見が。これに
対し、ひづめ県議は
「中学卒業時に将来の職業選択がで
きる生徒はわずか」「普通科志望が多
いのは無理からぬこと」「学費負担の
格差から県立学校志望が多いのが現
実」と指摘。生徒と保護者の願いに応
えることこそが、基本でなくてはな
りません。 

国の税収の推移（財務省HPより）
●1990年度　60.1兆円

●2021年度　63.9兆円

所得税 法人税 消費税

26兆 18.4兆 4.6兆26兆

20.6兆20.6兆 12.9兆 21.1兆

4.6兆

　　　　　　　　　　２０２２原水爆禁止国民平和大行進 

6/6平和行進のみなさんが県庁を訪問

発言するひづめ県議

 原因解明と体制強化求める

発した国民平和大行進。６月に、第
１回核兵器禁止条約締約国会議がウ
イーンで開催される一方で、ロ
シアによる核兵器使用の威嚇や、
日本維新の会の「核共有」提言
など危険な動きのなかでの重要
な取り組みになりました。
　平和行進には、新田知事や渡
辺守人県議会議長から、激励金
が寄せられました。 


